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                                  No.156  2008 年 6 月 11 日             
                                               

       低炭素社会に向けた国際金融の最前線                    

               － 欧米主要金融機関の環境ビジネスモデルから学ぶこと                                                              

                                               

                                        開発経済調査部 主任研究員 古屋 力  

世界の低炭素社会に向けた潮流を国際金融という観点から読み解くべく、その最先端

の実際をこの目で確かめようと、この 2 月に環境先進地域欧州に出張した。そこで、欧

州 5 カ国で主要な欧米金融機関と面談し、彼らの環境ビジネスの実際について聴取して

きた。 今回の出張で観察された彼らの環境への取組みを総括するならば、彼らは、「本

気」であり、そして、既に「現在進行形」にある。彼らの多くは、環境金融を重要なミ

ッションとして捉え、有望なフロンテイアとして認識し、その分野のパイオニアとして

の自負を持ち、今後もこの地位を堅持してゆきたいと考えている。  

コア・コンピタンスとしての地球環境  

彼らは、環境ビジネスを、いまだ収益的には未知数ながら、「将来のコア・コンピタ

ンス」として位置づけようと、主体的かつ積極的にとり組んでいる。 そして、「環境

に強い銀行」として世界的評価をさらに高めてゆきたいと考えている。  

世界の環境技術革新の市場規模は拡大基調にある。12 年後の 2020 年には 400 兆円ま

で拡大すると予想されている。その実現のためには多くのファイナンスの動員が不可欠

である。加えて、地球環境問題とそれに伴うリスクと機会に対して金融機関の持つ強い

ガバナンスと総合的で未来志向的なアプローチが求められている。欧米の多くの金融機

関経営者がことの重大さに気付き、環境問題を含めた「持続可能性（sustainability）」

を経営の最重要責任事項として位置づけている。そして、環境を新たなビジネス・フロ

ンテイアとして試行錯誤しながら商品開発を積極的に行っている。 

カーボンビジネスの最前線  

EU-ETS 市場で相当のシェアーを堅持しているある欧州系銀行は、①カーボン・ファ

イナンス業務（CDM プロジェクトの対顧客資金調達支援、環境関連プロジェクト・フ

ァイナンス）、②カーボン・トレーデイング業務（On demand ベースの排出権注文取引、

Index に基づく排出権の調達・売却、CER の買付け・販売、準レポとレポ取引）、③カ

ーボン事務・管理業務（顧客の排出権を保管管理、その他京都議定書上の排出権の保管

管理、カーボン・ファンド管理・事務）、 ④カーボン投資・ファンド開発業務、 ⑤

カーボン・クリアリング業務（カウンターパーテイーリスク保証、クロス取引決済）等

の 5 つのカーボン・バンキング部門体制で、積極的な取り組みを行っていた。また、別

の銀行は、「気候変動戦略（Corporate Climate Strategy）」を公表し、世界中の顧客に随

時対応できる「カーボン・バンキング・サービス 24 時間体制」をすでに構築している

など、多彩かつ先進的であった。 また、ある銀行は「カーボン・サプライ・チェーン」

の構築を重要課題として、多様な環境コンピタンスを有する顧客層を取り込み、その有

機的結合を図りつつファイナンスできる体制構築に注力している。環境と言う切り口で

多くの顧客はそれぞれが素晴らしい環境ソリューション・テクノロジーを持っている。
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しかし個々の企業同士がお互いを知らないために、相互の連携のチャンスを逸している。

そこに金融機関が介在し、様々な顧客層の環境ニーズに応え、またそれぞれの顧客同士

を総合的に結びつけ「カーボン・サプライ・チェーン」を有機的に組み立ててゆくこと

で顧客の事業のさらなる発展を支援してゆくビジネスモデルとなる。「カーボン・サプ

ライ・チェーン」は銀行の重要な本源的機能の１つであり、この成功がさらなる貴重な

ビジネス・チャンスに結実してゆくと考えている。 これらの銀行の太宗は、自行の事

業の全世界レベルでのカーボン・ニュートラルを実現すべくその実践プログラムを公表

し、「自行排出量削減目標（Group-wide CO2 Emission Reduction targets）」等の形で対

外的にコミットしている。こうした取り組みをするにあたり、各行は、市場の先駆者が

多くの果実を享受できることを知っており、マーケット・リーダーとしての多くの経験

を充実させ、先駆者として様々な新しい課題に取り組み、イノベイションによってそれ

を問題解決してゆくこと自体が、競争力優位を担保できる唯一の道だと考え、「環境金

融におけるイノベイション能力」の向上に注力している。 実際に目の当たりにした彼

ら欧米主要銀行の環境に取り組む姿は、既に検討とか準備等の「未来形」ではなく、通

常業務のラインアップの一環として、顧客ニーズにいかにきめ細かく応え、地球環境に

貢献し、持続的な経済成長を支えてゆくか主体的に考えながらトップスピードで取り組

んでいる「現在進行形」の姿であった。  

環境配慮行動の発展段階  

総じて、金融機関の「環境配慮行動」には以下のような発展段階があると考える。既

に欧米主要金融機関の多くは最終ステージの「戦略の時代」に立っている。はたして我

が国の主要金融機関はいかなるステージにあるのか。  

 
 

 
 
 
 
既に始まっているパラダイムシフト 
 
いまや世界的な規模で環境問題への取り組みが野火のように拡大してきている。そして

すでに欧米では排出権市場の統合へのモメンタムが加速しつつある。 EU-ETS と大西
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洋を越えて米国で近未来に立ち上がるだろう US-ETS とのグローバル・リンケージを基

軸とした新しいグローバル・カーボン・マーケット創設の槌音がはるか海の向こうから

聴こえてきている。 一方、わが国あるいはアジアでは、漸く排出権市場創設の動きが

でてきている段階である。その先駆者であるのか、後続者であるのか、内部者であるの

か、外部者であるのか、それが、今後の金融機関の命運を大きく分けるであろう。        
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